

























（2） SFAS 第 141 号は 2007 年に、IFRS 第 3 号は 2008 年に再び改訂され、「企業結合の定義により、企業
結合は購入取引がなくても起こり得るという理由で、両審議会は、改訂後の基準が要求している企業結
合の会計処理方法を説明するために以前使用していた「パーチェス法」という用語は「取得法」に変更





　その 2 種類の会計処理方法の適用については、2001 年に公表された米国の財務会計基準
書である SFAS141「企業結合」（Statements of Financial Accounting Standards No.141 
Business Combination：以下、SFAS141）をはじめ、2004 年に公表された国際財務報告基
準第 3 号「企業結合」（International Financial Reporting Standards No.3 Business Combi-




































Institute of Accountants：以下、AIA）から公表された会計研究公告第 40 号（Accounting 
Research Bulletin No.40：以下、ARB40）のなかであった。その後、1953 年および 1957 年
に、持分プーリング法の適用を盛り込んだ ARB 第 43 号および ARB 第 48 号が相次いで公
表されている。1960 年代に入ってからは、持分プーリング法使用の特徴として結合側の結
合当年度の利益額を大きく見せるため、持分プーリング法の濫用問題が続いていた。そのよ
うな状況のなか、アメリカ公認会計士協会（The American Institute of Certified Public 
Accountants：以下、AICPA）から、会計原則審議会意見書第 16 号（Opinions of the Account-
ing Principles Board No.16 Business Combination：以下、APBO 16）が公表され、持分プー
リング法の適用に関する詳細な規定が定められている（5）。そして、1999 年に FASB（Finan-
cial Accounting Standards Board、以下 FASB）から企業結合の会計処理に関する公開草案







社経営者の意思のもとに行われ、実質的に 1 つの企業であったものが法律的・形式的に 1 つ
───────────
（5） APBO16 では、持分プーリング法の概念について、本質的には株主グループ間の協定であると考えら
れている（APBO16, para. 29）とされているとともに、当該会計処理の適用に関する 12 個の要件も定








個の事象として理解される」（武田 1982, p. 21）。そのような考え方に基づき、APBO16 をは
じめ、ARB43 および ARB48、ならびに SFAS141 のいずれにおいても取り扱わっていない。
ただし、共通支配下の企業結合の会計処理について、ガイダンスが提供されており、持分プー
リング法で処理されることが求められている（SFAS141, Appendix, paras. D11-D13）。
（2）国際会計基準
　上述のようなアメリカでの動きを受け、会計基準のコンバージェンスを推進するために、
2001 年に、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board：以下、
IASB）と FASB 両審議会は、企業結合会計に関する共同プロジェクトを立ち上げ、国際会










　2001 年に行われた IAS22 の改訂作業の共同プロジェクトの一環として、2002 年の持分


















FASB と IASB による企業結合会計基準の一連の見直しの影響を受け、2000 年から企業会
計審議会により企業結合会計に関する審議が開始された。そして、2001 年に「企業結合に
係る会計処理基準に関する論点整理」が公表され、広く意見を求め検討を行ったうえで、







（Accounting Standards Board of Japan：以下、ASBJ）は IASB と共同で公表した「東京合
意」をきっかけに、2008 年までの短期コンバージェンス・プロジェクトとして、持分プー
リング法の廃止を含め、企業結合に関する 5 つの項目についての審議を始めた。その後、
ASBJ は 2007 年 12 月に、「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、翌年の









それぞれの事業のすべてまたは事実上のすべてを統合して 1 つの報告単位となることを言う（意見書二, 








ないこととした（日本基準 21 号, 116 項）。







取引）も基準の適用対象とする（日本基準 21 号, 3 項、66 項、118 項）。そのうち、共通支配
下の取引とは、結合当事企業（又は事業）のすべてが、企業結合の前後で同一の株主により
最終的に支配され、かつ、その支配が一時的ではない場合の企業結合をいう。親会社と子会























（12） 2008 年 1 月 15 日により廃止になった。
（13） 14 種というのは、製造、商業、運送、航空運送、鉄道運送、不動産開発、農業、金融、保険、リース、
建築、郵政、旅行・飲食、対外経済合作企業という名をつけている企業会計制度がある（Huang & Ma 
2004, p.91）。








処理されたのは、清華同方と魯穎電子の結合であった。1998 年から 2003 年 12 月にかけて、
清華同方と魯穎電子の結合をはじめとする合計 16 件が行われた（陶 2011, pp. 57-58）。「こ
の 16 件の企業結合がすべて株式交換で行われた企業結合であるため、企業結合により取得
した資産および負債は、結合日における被結合企業の帳簿価額に基づき測定され、いわゆる
持分プーリング法で処理されていた」（李 2007, p. 29）。
　2006 年に、中国財政部から中国新企業会計準則である CAS が公表され、2007 年 1 月 1
日より CAS は上場企業に適用されるようと示された。同年、CAS の適用に応じて「新会
計準則応用指南」（ガイドラインに該当する）も公表された。また、実務上、「新会計準則疑
問解釈」および「新企業会計準則釈疑（16）」（以下、CAS 釈疑という）も利用されるようになっ
た（17）。CAS20 では、企業結合は、2 社以上の単独企業を結合し 1 つの報告主体を形成させ
る取引または事象をいう（CAS20, 第 2 条）（18）と定義されている。また、企業結合は、共通
支配下の企業結合と非共通支配下の企業結合（19）との 2 種類に分類されており、原則として、
前者は持分プーリング法、後者はパーチェス法により処理するのが要求されている（20）
（CAS20, 第 2、6、11 条）。そのうち、共通支配下の企業結合とは、各結合当事企業が、企
業結合の前後で同一当事者または同一の複数の当事者により最終的に支配され、かつ当該支


















































































　第 2 に、CAS20 および適用指針等に従えば、共通支配下の企業結合に該当する結合の範
囲は、主要な企業結合会計基準に比べ、かなり広い。それは、上述の 2 つのパターンで示し
───────────






































しやすく、会計情報の信頼性はより高いというメリットがある」（童・丁 2009, pp. 130-131; 







p. 53; 左 2012, p. 105）。また、「企業結合にあたって、結合側が持分プーリング法を適用すれ
ば、帳簿価額で被結合側の資産および負債を引き継ぐため、通常、この価格は市場価格より
低い。結合後、結合側はそのような資産を市場価格で売却し、帳簿価格と市場価格の差額を
利益として認識することができる」（劉 2013, p. 205）。さらに、程・張（2012）、孫（2012）
では、「現代企業制度のもとで、企業の経営陣の報酬は当該企業の業績にかかわる。そのため、
経営陣は報酬を高めるために、持分プーリング法に偏っている」とされている（程・張


































2005 12.56 19971 105667
2006 11.6 20551 95539
2007 11.2 21562 90375
2008 11.0 21918 87746
2009 11.1 24795 86004
2010 11.4 26319 87393
2011 13.6 41257 94425
2012 14.7 48217 98554
2013 15.5 51693 103626










の平均負債率は 1980 年の 8.7％から 1993 年の 67.5％に至った。その後、依然として改善さ











業発展の目標を達成させるために、37 万 5000 企業のうち 512 企業を選び、巨額の資金を
提供して株式上場の優先権を与え、合併によって韓国財閥のような大型企業グループを形成




































































2008 年 1 月 1 日から全面的に CAS20 を適用するように要求された。また、CAS の初年度
の適用状況に関する調査結果によると、2007 年度、1570 社の上場会社の中 411 社が
CAS20 に従い、企業結合を共通支配下企業結合と非共通支配下の企業結合に分類した。ま
た、411 社のうち、348 社は企業結合の判断の根拠を開示したが、残りの 63 社は企業結合
の判断の根拠を開示していなかった。さらに、411 社のなかで、共通支配下の企業結合に該
当するのは 186 社であり、そのうち、184 社は明確に帳簿価額で結合と表示している（劉・




















　ST 万傑の上場廃止を回避するため、2007 年 10 月、山東万傑ハイテック株式会社の最大
の株主である万傑集団は、魯商集団、淄博市人民政府および山東省国資委との間に、ST 万
傑の資産と債務再編に関する契約を結んだ。2008 年 6 月、魯商集団は競売方式で、万傑集
───────────



















団が保有していた 16,000 株を取得したことで、ST 万傑株の 29.84％を獲得し、ST 万傑の実
質的な支配権を手に入れた。ST 万傑にとって、最大の株主は万傑集団から魯商集団に変わっ
た。2008 年 7 月 3 日、ST 万傑は魯商集団、魯商集団株式会社、山東世界貿易センター、山
東省通利商業管理サービスセンターおよび北京東方航華投資株式会社の 5 社との協議書を結
んだ。協議書に従い、2008 年 4 月 30 日までの ST 万傑の資産、負債を 508,984,000 人民元
の価額で、前述の 5 社が 100％所有している山東商業不動産開発株式会社、山東銀座不動産
株式会社、北京銀座合智不動産株式会社、山東省魯商置業株式会社、87％保有している泰
安銀座不動産開発株式会社および 85％保有している東営銀座不動産株式会社等計 6 社（以




ことが分かった。また、2008 年 6 月から、ST 万傑と 6 社の関係は図表 4 から図表 5 のよう
になった。
3、会計処理方法の選択およびその理由
　2008 年 12 月、上述の協議書の内容は中国証監会により許可された。今回の結合は、山東
省国資委の関与のもとで行われた結合であるので、共通支配下の企業結合に該当すると判断
された。それゆえ、2009 年 1 月、ST 万傑は協議書の内容に従い、持分プーリング法を用い、
帳簿価額で上述の 6 社との資産の置換を行った。図表 5 のように、2008 年 6 月以降、ST 万
傑と魯商集団の 6 社の子会社の関係は同じ企業集団グループの企業同士である。こうして、





























































注： 結合前の支配関係を指す 結合後の支配関係指す 
結合前後の支配関係が変わらないことを指す
























































































Allen Huang, Ronald Ma. 2001. Accounting In China In Transition: 1949-2000. published by World Scientific 
publishing Co.（久野光郎・邵藍蘭訳．『転換期の中国会計』同文舘）
American Institute of Certified Public Accountants. 1970. Opinions of the Accounting Principles Board No.16 
Business Combination.（日本公認会計士協会国際委員会訳『アメリカの会計原則─ AICPA 会計原則審
議会意見書』大蔵財務協会．）
Baker, C.R., Biondi, Y. and Zhang, Q. 2009. Should Merger Accounting be Reconsidered?: A Discussion Based 
on the Chinese Approach to Accounting for business Combinations. URL: http://ssrn.com/abstract=
1303636
Financial Accounting Standards Board (FASB). Statements of Financial Accounting Standards No.141 Busi-
ness Combination
International Accounting Standards Board (IASB). 2001. International Accounting Standards, No.22 Business 
Combination.（日本公認会計士協会国際委員会訳『国際会計基準書 2001』同文館．）
────. 2013. International Financial Reporting Standard No.3 Business Combinations.（企業会計基準委員
会（ASBJ）財務会計基準機構監訳 .『2013 国際会計報告基準書』中央経済社）
The International Financial Reporting Group of Ernst & Young. 2014. Generally Accepted Accounting Prac-
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